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論文内容の要首

生産要素の量的変化は，その影響が 1 国の内部にとどまる際には，その変化が増加である場合，増加

した生産要素を相対的に集約的に使って生産される財の産出量が絶対的に増加する。また，その財の交

易条件は他財に対して悪化する。

生産要素が国際間移動する場合，その生産要素が労働である際には，労働の移出した固においては労

働集約的財の生産量は減少するが，資本集約的財の生産量は増加する。労働の移入した国では労働集約

的財の生産量が増加し，資本集約的財の生産量は減少する口

関係国の経済に対して上のような影響を及ぼす労働の国際間移動を歴史的に眺めると，移動は以前よ

り活発になされてきた乙とが分かる。 19世紀末以降のドイツ連邦共和国あるいはその前身にあたる国々

へ諸外国から移入した労働者数を調査すると. 1907 年にはストックで95万人との大なる数値が得られ

る。第 2 次世界大戦後には，国境線の引き替えを含む外交的および政治的大変動，主権の交替，体制の

変化などが原因で国際間の大なる人的移動があったが，それに加えて，戦後の長期的な好況の持続の故

に，国内労働力不足の状態となったスイス，西ドイツ，フランスなどの諸国は外国人を労働者として迎

え入れる政策を採用する乙とによって国際間の人的移動を促進させた。

西ドイツにおける外国人労働者数は73年初に約 235 万人と最高値を示したが，第 1 次石油危機による

不況の到来とともに政府が同年11月より外国人労働者の新規募集停止に踏み切ったために，その後78年

までその数は減少を続けた口 79年には第 2 世代の労働市場への参入などによ 再び外国人労働者数が増

加に転じたが，総数では73年のピーク時より約40万人減少している。

西ドイツの産業別就業者比率を調査すると 日本，米国および英国との比較において，第 2 次産業部
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門に関する値が相対的に大で，第 3 次産業部門に関する値が相対的に小で、あるとの結果が得られる。こ

のような結果をもたらした要因の 1 っとして，西ドイツが外国人労働者を大量に移入したことを挙げて

みたい。すなわち，西ドイツは彼等を大部分未熟練労働者として単純作業をさせる乙とにより，製造業

部門における作業の機械化を遅らせた結果，第 2 次産業部門の就業者数が他国ほどに減少しなかったと

考える。しかし，それがどの程度の説明力をもっているかに関しては，西ドイツの第 2 次産業部門就業

者比率を高めていると考えられる他の諸要因の存在の可能性をも検討することが必要である。

考えられる他の要因としては，西ドイツの職業教育制度労使慣行 貿易構造などがある。西ドイツ

の第 2 次産業部門の就業者比率を高める他の諸要因の存在を認めても，大量の外国人労働者の存在を西

ドイツ経済に上述の結果をもたらした要因のーっとして考慮する乙とは可能である。

外国人労働者が大量に西ドイツへ流入した際に，プルの要因がどの程度作用したかを調べるためボン

大学の経済モデルを使って計量的な計算を行うと，フ。ルの要因が非常に強く働いていたことが分かる。

また，西ドイツの労働者は外国人労働者の移入によって労働時間の短縮，職務上の昇進などの利益を

得，てきた。

他方，西ドイツに移入した外国人労働者にとっての社会的設備は不足し，住居の質の水準は低く，民

間借家の家賃は外国人に相対的に高い。外国人労働者のための社会的設備および住居の充実，改善の目

的で多額の政府支出が必要となっている口

外国人労働者を移入する乙とに関する西ドイツ住民にとっての利益と不利益との比較がなされねばな

らない。外国人労働者のための社会的設備，住居等への支出が大となるほど，西ドイツ住民にとって利

益となるに至る外国人労働者の滞独労働期間が益々長くなる乙とが明らかとなる。

しかし，第 1 次石油危機発生後の不況の中にある西ドイツでは失業中のドイツ人と職を得ている外国

人との問で職を巡っての対立が生じている。不況期における労働供給の一つの新しい型を想定し，乙れ

に従えば，両者の対立は非常に厳しいものとなっていく可能性がある。他方，外国人労働者が行ってい

る作業の大部分はもはや失業しているドイツ人労働者にとって従事する意欲の湧かない種類のものにな

ってきているとの事実も存在している。両者間の対立がどの程度の深さをもっているかは，労働力の需

給をいくつかのカテゴリーに分類の上で議論する必要がある。特lζ失業の値に関して複数の同質的なカ

テゴリーに分類した統計の必要性が指摘できる。乙れらの値が得られれば，西ドイツで就業している国

際間を移動した労働者の意義が一層明白となる。

論文の審査結果の要旨

本論文は理論の扱いに多少難点が見られ，周知の理論の紹介に多くの頁を使ったり，それほど重要で

ない結論を出すのに多大の努力を傾けたりしている点などやや不満足であるが 余り実態の知られてい

ないドイツの移民労働者の大量雇用の問題に光をあて，その存在意義を多面的に明らかにした意義は大

きい口よって本論文は経済学博士の学位に十分値するものと判定する。
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